
○調査結果のポイント 

  

調査１．学校給食費の無償化等の実施状況 

 

 1,740 自治体のうち、学校給食費の無償化を実施する自治体は次のとおり。 

① 小学校・中学校とも無償化を実施…76 自治体（4.4%） 

② 小学校のみ無償化を実施…4自治体（0.2%） 

③ 中学校のみ無償化を実施…2自治体（0.1%） 

 

※①は 71 自治体（93.4％）が町村であり、また、人口１万人未満の自治体が 

56 自治体（73.7％）を占める。 

※①の対象児童数は 41,254 人で、全国の小学校の在籍者数（6,347,066 人）の

0.6％、対象生徒数は 21,943 人で、全国の中学校の在籍者数（3,082,328 人）

の 0.7％を占める。 

 

（注４）小学校には義務教育学校（前期課程）、中学校には義務教育学校（後期課程）

及び中等教育学校（前期課程）を含む。全て公立である。 

 

 

調査２．完全給食の実施状況 

 

1,740 自治体のうち、全ての小学校・中学校において完全給食を実施する自治

体は次のとおり。 

・全小学校・中学校において完全給食を実施…1,608 自治体（92.4%） 

 

（注５）小学校には義務教育学校（前期課程）、中学校には義務教育学校（後期課程）

及び中等教育学校（前期課程）を含む。全て公立である。 



Ⅰ．調査対象

Ⅱ．調査結果

該当自治体数 割合

1 76 4.4%

2 4 0.2%

3 2 0.1%

82 4.7%

4 424 24.4%

5 1,234 70.9%

1,740 100.0%

１～３以外で一部無償化・一部補助を実施

平成30年7月27日

文 部 科 学 省

平成29年度の「学校給食費の無償化等の実施状況」及び
「完全給食の実施状況」の調査結果について

　全国の都道府県教育委員会を通じ市区町村教育委員会（1,740自治体）に対し、平成
29年度の学校給食費（食材費）の無償化等の実施状況及び完全給食の実施状況を調査し
た。

・1,740自治体の回答をとりまとめた。
・調査は選択方式と記述方式による。記述方式は自由記述による意識調査である。
・記述方式の調査結果は、主な回答内容を整理した。

調査１．学校給食費の無償化等の実施状況

（１）無償化等の状況

選択肢

小学校・中学校とも無償化を実施

小学校のみ無償化を実施

中学校のみ無償化を実施

小計

無償化等を実施していない

合計　

【別紙１】学校給食費の無償化等の実施状況（都道府県別）

【別紙２】学校給食費の無償化を実施している自治体（市町村別）

【別紙３】学校給食費の無償化を実施している自治体の特徴
　　　　　（小学校・中学校とも無償化を実施している76市町村）

【別紙４】学校給食費の一部無償化・一部補助の実施状況

（注1）小学校には義務教育学校（前期課程）、中学校には義務教育学校（後期課程）及び
　　中等教育学校（前期課程）を含む。全て公立。

（注2）1～3の「無償化」は完全給食の場合のみを対象とし、補食給食やミルク給食で無償
　　としている場合は4に含む。
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（２）無償化に至った経緯（無償化を開始するきっかけとなった事柄）の例　

首長の公約・意向　　　　　                                        

議会における議論　　　　                                        　

自治体の施策の一環　　　                                        

給食費納入に係る手間の解消

（３）無償化を開始した目的の例

食育の推進、人材育成　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　 　　　　

保護者の経済的負担の軽減、子育て支援　（児童・生徒がいる家庭の支援）

少子化対策、定住・転入の促進、地域創生（子供や人口の増加を期待した支援）

（４）無償化による成果の例

自治体（地域）への感謝の気持ちの涵養

栄養バランスの良い食事の摂取や残食を減らす意識の向上

給食費が未納・滞納であることに対する心理的負担の解消

経済的負担の軽減、安心して子育てできる環境の享受

親子で食育について話し合う機会の増加、教育への関心の増加

制度の運用（制度の周知徹底、他の経済的支援制度利用者の調整など）

給食費の徴収や未納・滞納者への対応負担の解消

食育の指導に関する意識の向上

子育て支援の充実

少子化対策、定住・転入の促進

（５）無償化実施前の課題の例　

予算の確保、議会・住民の理解

導入自治体の条例や運用事例等の情報収集

関係規程やシステムの改正・変更

保護者、学校、食材納入業者など関係者への説明

（６）無償化実施後の課題の例　

継続的な予算の確保、議会・住民の理解

制度の設計（無償化の対象範囲、アレルギーによる弁当持参者への助成など）

食材費の高騰や転入者増への対応

食育への関心の低下や無償化を当然とする意識の高まりの懸念

無償化の成果の把握
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【別紙１】

自治体数 割合 自治体数 割合 自治体数 割合 自治体数 割合 自治体数 割合

1 北海道 15 8.4% 1 0.6% 0 0.0% 43 24.0% 120 67.0%

2 青森県 5 12.5% 0 0.0% 0 0.0% 5 12.5% 30 75.0%

3 岩手県 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 4 12.1% 29 87.9%

4 宮城県 1 2.9% 0 0.0% 0 0.0% 8 22.9% 26 74.3%

5 秋田県 2 8.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 12.0% 20 80.0%

6 山形県 1 2.9% 0 0.0% 0 0.0% 11 31.4% 23 65.7%

7 福島県 1 1.7% 0 0.0% 0 0.0% 17 28.8% 41 69.5%

8 茨城県 1 2.3% 0 0.0% 0 0.0% 18 40.9% 25 56.8%

9 栃木県 1 4.0% 0 0.0% 0 0.0% 6 24.0% 18 72.0%

10 群馬県 8 22.9% 0 0.0% 0 0.0% 13 37.1% 14 40.0%

11 埼玉県 2 3.2% 0 0.0% 0 0.0% 13 20.6% 48 76.2%

12 千葉県 1 1.9% 0 0.0% 1 1.9% 13 24.1% 39 72.2%

13 東京都 2 3.2% 0 0.0% 0 0.0% 25 40.3% 35 56.5%

14 神奈川県 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 5 15.2% 28 84.8%

15 新潟県 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 10.0% 27 90.0%

16 富山県 0 0.0% 0 0.0% 1 6.7% 3 20.0% 11 73.3%

17 石川県 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 15.8% 16 84.2%

18 福井県 1 5.9% 0 0.0% 0 0.0% 5 29.4% 11 64.7%

19 山梨県 2 7.4% 0 0.0% 0 0.0% 13 48.1% 12 44.4%

20 長野県 3 3.9% 1 1.3% 0 0.0% 20 26.0% 53 68.8%

21 岐阜県 2 4.8% 0 0.0% 0 0.0% 8 19.0% 32 76.2%

22 静岡県 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 5.7% 33 94.3%

23 愛知県 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 17 31.5% 37 68.5%

24 三重県 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 6 20.7% 23 79.3%

25 滋賀県 0 0.0% 1 5.3% 0 0.0% 0 0.0% 18 94.7%

26 京都府 1 3.8% 1 3.8% 0 0.0% 3 11.5% 21 80.8%

27 大阪府 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 4.7% 41 95.3%

28 兵庫県 1 2.4% 0 0.0% 0 0.0% 4 9.8% 36 87.8%

29 奈良県 4 10.3% 0 0.0% 0 0.0% 16 41.0% 19 48.7%

30 和歌山県 3 10.0% 0 0.0% 0 0.0% 8 26.7% 19 63.3%

31 鳥取県 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 7 36.8% 12 63.2%

32 島根県 1 5.3% 0 0.0% 0 0.0% 5 26.3% 13 68.4%

33 岡山県 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 11.1% 24 88.9%

34 広島県 1 4.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 22 95.7%

35 山口県 1 5.3% 0 0.0% 0 0.0% 1 5.3% 17 89.5%

36 徳島県 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 7 29.2% 17 70.8%

37 香川県 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 5.9% 16 94.1%

38 愛媛県 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 15.0% 17 85.0%

39 高知県 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 7 21.2% 26 78.8%

40 福岡県 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 18 30.0% 42 70.0%

41 佐賀県 3 15.0% 0 0.0% 0 0.0% 6 30.0% 11 55.0%

42 長崎県 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 5 23.8% 16 76.2%

43 熊本県 2 4.4% 0 0.0% 0 0.0% 16 35.6% 27 60.0%

44 大分県 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 18 100.0%

45 宮崎県 1 3.8% 0 0.0% 0 0.0% 8 30.8% 17 65.4%

46 鹿児島県 4 9.3% 0 0.0% 0 0.0% 23 53.5% 16 37.2%

47 沖縄県 6 14.6% 0 0.0% 0 0.0% 17 41.5% 18 43.9%

76 4.4% 4 0.2% 2 0.1% 424 24.4% 1,234 70.9%

小学校のみ 中学校のみ 一部無償化・一部補助 無償化等を

合計

学校給食費の無償化等の実施状況（都道府県別）

都道府県

1

無償化を実施

2

無償化を実施

3

無償化を実施

4

（1～3以外）

5

実施していない

小学校・中学校とも
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【別紙２】

都道府県 市町村名 都道府県 市町村名

福島町 平成 28 売木村 平成 27

木古内町 平成 27 天龍村 平成 29

赤井川村 平成 27 王滝村 平成 22

浦臼町 平成 28 岐南町 平成 25

北竜町 平成 28 揖斐川町 平成 29

上川町 平成 29 京都府 伊根町 平成 27

美瑛町 平成 25 兵庫県 相生市 平成 23

清里町 平成 29 御杖村 平成 29

小清水町 平成 27 黒滝村 平成 19

西興部村 平成 28 野迫川村 平成 25

雄武町 平成 29 上北山村 平成 24

大空町 平成 28 高野町 平成 25

足寄町 平成 27 古座川町 平成 28

陸別町 平成 27 北山村 平成 27

浦幌町 平成 27 島根県 吉賀町 平成 27

七戸町 平成 25 広島県 神石高原町 平成 28

東北町 平成 29 山口県 和木町 昭和 22

六ヶ所村 平成 26 上峰町 平成 29

南部町 平成 27 江北町 平成 29

新郷村 平成 25 太良町 平成 27

宮城県 七ヶ宿町 平成 28 水上村 平成 27

八郎潟町 平成 24 山江村 平成 26

東成瀬村 平成 26 宮崎県 諸塚村 平成 21

山形県 鮭川村 平成 29 南さつま市 平成 29

福島県 金山町 平成 26 長島町 平成 29

茨城県 大子町 平成 29 南種子町 平成 29

栃木県 大田原市 平成 24 宇検村 平成 28

渋川市 平成 29 金武町 平成 29

みどり市 平成 29 嘉手納町 平成 23

上野村 平成 23 粟国村 平成 26

神流町 平成 23 渡名喜村 平成 24

南牧村 平成 22 多良間村 平成 26

嬬恋村 平成 28 与那国町 平成 26

草津町 平成 29 【小学校のみ無償化を実施している４市町村】

板倉町 平成 29 都道府県 市町村名

滑川町 平成 23 北海道 三笠市 平成 18

小鹿野町 平成 27 長野県 平谷村 平成 28

千葉県 神崎町 平成 29 滋賀県 長浜市 平成 28

利島村 平成 27 京都府 笠置町 平成 29

御蔵島村 昭和 51 【中学校のみ無償化を実施している２町】

福井県 永平寺町 平成 25 都道府県 市町村名

早川町 平成 24 千葉県 大多喜町 平成 28

丹波山村 平成 24 富山県 朝日町 平成 29

学校給食費の無償化を実施している自治体（市町村別）

開始年度

開始年度

【小学校・中学校とも無償化を実施している76市町村】

開始年度

北海道

青森県

開始年度

東京都

長野県

岐阜県

佐賀県

熊本県

山梨県

群馬県

沖縄県

秋田県

奈良県

和歌山県

埼玉県

鹿児島県
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１. 市町村別の自治体構成

　【市】

　

２．児童・生徒数別の自治体構成

　【小学校】

　　・無償化の対象児童数別の自治体構成は次のとおりである。

　　　　200人未満：52.6%（40/76自治体）

　　　　400人未満：13.2%（10/76自治体）　　

　　　　800人未満：19.7%（15/76自治体）

　　　　800人以上：14.5%（11/76自治体）

　

　【中学校】

　　・無償化の対象生徒数別の自治体構成は次のとおりである。

　　　　200人未満：68.4%（52/76自治体）

　　　　400人未満：15.8%（12/76自治体）　　

　　　　800人未満：11.8%（9/76自治体）

　　　　800人以上： 4.0%（3/76自治体）

(注2)無償化の対象児童数は41,254人であり、全国の公立の小学校及び義務教育学校（前期
　　課程）の在籍児童数（6,347,066人）の0.6％を占める。

(注3)無償化の対象生徒数は21,943人であり、全国の公立の中学校、義務教育学校（後期
　　課程）及び中等教育学校（前期課程）の在籍生徒数（3,082,328人）の0.7％を占める。

(注1)地方自治法においては、市の人口を５万人以上と定めているが、人口が３万人台
　　の市が２自治体含まれている。

【別紙３】

学校給食費の無償化を実施している自治体の特徴
（小学校・中学校とも無償化を実施している76市町村）

　　・無償化を実施している自治体の6.6％（5/76自治体）は市である。
　　・これらの市の人口は３～７万人台である。(注1）

　【町村】

　　・無償化を実施している自治体の93.4％（71/76自治体）は町村である。
　　・これらの町村の人口は全て３万人未満である。
　　・特に、人口１万人未満の自治体が73.7％（56/76自治体）を占める。
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１．一部無償化

・ 第２子以降は無償

・第３子以降は無償

・第３子以降は無償、かつ、第１子と第２子は一部補助

・第３子以降は無償、かつ、第２子は一部補助

・第３子以降とひとり親家庭は無償

・
第３子以降とひとり親家庭の第２子以降は無償、かつ、第２子とひとり親家庭の第
１子は一部補助

・第３子以降と特定学年（例：中２及び中３）の児童生徒は無償

・第４子以降は無償

・第４子以降は無償、かつ、第１子から第３子は段階的に一部補助

（例：第１子：10％減免、第２子：40％減免、第３子：80％減免）

・第４子以降は無償、かつ、第３子は一部補助

・特定学年の児童生徒（例：小６及び中３、中２及び中３）は無償

・ひとり親家庭の児童は無償

２．一部補助

学校給食費

・全児童生徒について一部補助

・第２子以降は一部補助

・第３子以降は一部補助

・第３子以降と児童は一部補助

・４月分の給食費は無償

・
食材購入費と学校給食費の差額を自治体が負担
（例：食材費の上昇分、消費税引き上げ分）

・主食分、牛乳分等の費用を自治体が一部又は全部負担

・地元食材を使用する場合にその購入費の一部を自治体が負担

・自治体が全額負担の給食を年数回実施　

上記に加え、所得の条件が設けられている例もある。※

複数項目に該当する自治体が一部あるため、自治体の合計数は延べ数となる。※

学校給食費の一部無償化・一部補助の実施状況

(例)

(例)

(例)

(例)

(例)

(１) 第２子以降は無償：７自治体

(２) 第３子以降は無償：91自治体

(３) 第４子以降は無償：６自治体

(４) その他：15自治体

　学校給食費又は食材購入費の一部を自治体が補助：311自治体

食材購入費
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該当自治体数 割合

1 1,608 92.4%

2 59 3.4%

3 46 2.6%

4 20 1.2%

5 7 0.4%

1,740 100.0%

（注2）学校給食は、学校給食法施行規則に基づき、次の３つに区分される。

・完全給食…給食内容がパンまたは米飯（これらに準ずる小麦粉食品、米加工食品

その他の食品を含む。）、ミルク及びおかずである給食をいう。

・補食給食…完全給食以外の給食で、給食内容がミルク及びおかず等である給食をいう。

・ミルク給食…給食内容がミルクのみである給食をいう。

・ 小学校は完全給食、中学校の一部で完全給食

・ 小学校・中学校の一部で完全給食

・

・ 小学校は補食給食、中学校は完全給食

・ 小学校・中学校は週３日補食給食

【別紙５】完全給食の実施状況（都道府県別）

※「５　その他」の内容

小学校の一部で完全給食（３自治体）

全ての小学校・中学校において実施

ほとんどの小学校・中学校において実施しているが、
一部の学校において実施していない

小学校のみ実施し、中学校は実施していない

小学校・中学校とも実施していない

その他

調査２．完全給食の実施状況

（１）完全給食の状況

選択肢

（注1）小学校には義務教育学校（前期課程）、中学校には義務教育学校（後期課程）及び中
　　 等教育学校（前期課程）を含む。全て公立。

合計　　

132
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（132自治体）の状況

①理由・課題の例　

○

・ 給食施設の処理能力が不足しているため

・

・

・

○

・

・

○

・

・

・

該当自治体数 割合
1,740自治体に
占める割合

1 完全給食の実施計画がある 61 46.2% 3.5%

2 完全給食の代替策がある 17 12.9% 1.0%

3 完全給食の実施計画や代替策はない 54 40.9% 3.1%

132 100.0% -

・

・

・

生徒・保護者の要望を受け、給食又は弁当の選択制を採用したため

（２）完全給食を「全ての小学校・中学校において実施」していない自治体

給食施設・設備等の問題

給食施設の整備に多額の経費を要するため

給食施設を新たに設置する場所がないため

炊飯が可能な業者が存在しないため

地理的問題

離島のため、食料の安定供給が難しく経費が高額となるため

山間部へき地のため、配送時間及び経費等の面で困難があるため

生徒・保護者の要望や実情への配慮

購買を整備

併設施設等で昼食を提供

体格差、活動量に応じて喫食量を調整できるよう米飯持参のため

農家が多く、米の消費や各家庭の食育等の理由により米飯持参のため

②今後の計画（方針、方向性を含む）

選択肢

合計

※「２　完全給食の代替策がある」の内容の例

家庭弁当や業者弁当を選択可能
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【別紙５】

自治体数 割合 自治体数 割合 自治体数 割合 自治体数 割合 自治体数 割合

1 北海道 165 92.2% 5 2.8% 0 0.0% 9 5.0% 0 0.0%

2 青森県 35 87.5% 0 0.0% 0 0.0% 4 10.0% 1 2.5%

3 岩手県 30 90.9% 1 3.0% 0 0.0% 1 3.0% 1 3.0%

4 宮城県 31 88.6% 2 5.7% 1 2.9% 0 0.0% 1 2.9%

5 秋田県 24 96.0% 1 4.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

6 山形県 30 85.7% 2 5.7% 3 8.6% 0 0.0% 0 0.0%

7 福島県 58 98.3% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.7% 0 0.0%

8 茨城県 43 97.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 2.3%

9 栃木県 25 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

10 群馬県 32 91.4% 3 8.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

11 埼玉県 63 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

12 千葉県 54 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

13 東京都 59 95.2% 1 1.6% 1 1.6% 1 1.6% 0 0.0%

14 神奈川県 20 60.6% 1 3.0% 12 36.4% 0 0.0% 0 0.0%

15 新潟県 29 96.7% 0 0.0% 0 0.0% 1 3.3% 0 0.0%

16 富山県 14 93.3% 1 6.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

17 石川県 19 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

18 福井県 16 94.1% 0 0.0% 1 5.9% 0 0.0% 0 0.0%

19 山梨県 26 96.3% 1 3.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

20 長野県 76 98.7% 1 1.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

21 岐阜県 42 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

22 静岡県 33 94.3% 2 5.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

23 愛知県 54 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

24 三重県 24 82.8% 2 6.9% 3 10.3% 0 0.0% 0 0.0%

25 滋賀県 13 68.4% 2 10.5% 3 15.8% 0 0.0% 1 5.3%

26 京都府 14 53.8% 3 11.5% 9 34.6% 0 0.0% 0 0.0%

27 大阪府 39 90.7% 2 4.7% 2 4.7% 0 0.0% 0 0.0%

28 兵庫県 34 82.9% 4 9.8% 3 7.3% 0 0.0% 0 0.0%

29 奈良県 38 97.4% 0 0.0% 1 2.6% 0 0.0% 0 0.0%

30 和歌山県 26 86.7% 2 6.7% 0 0.0% 0 0.0% 2 6.7%

31 鳥取県 19 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

32 島根県 17 89.5% 2 10.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

33 岡山県 26 96.3% 1 3.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

34 広島県 17 73.9% 4 17.4% 1 4.3% 1 4.3% 0 0.0%

35 山口県 17 89.5% 2 10.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

36 徳島県 23 95.8% 1 4.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

37 香川県 16 94.1% 1 5.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

38 愛媛県 19 95.0% 1 5.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

39 高知県 28 84.8% 3 9.1% 1 3.0% 1 3.0% 0 0.0%

40 福岡県 55 91.7% 1 1.7% 4 6.7% 0 0.0% 0 0.0%

41 佐賀県 16 80.0% 2 10.0% 1 5.0% 1 5.0% 0 0.0%

42 長崎県 20 95.2% 1 4.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

43 熊本県 45 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

44 大分県 18 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

45 宮崎県 24 92.3% 2 7.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

46 鹿児島県 41 95.3% 2 4.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

47 沖縄県 41 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

1,608 92.4% 59 3.4% 46 2.6% 20 1.1% 7 0.4%

小学校のみ実施し、
中学校は実施してい

ない

小学校・中学校とも
実施していない

その他

合計

完全給食の実施状況（都道府県別）

都道府県

1 2 3 4 5

全ての小学校・中学
校において実施して

いる

ほとんどの小学校・中
学校において実施して
いるが、一部の学校に
おいて実施していない
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